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光通信ネットワークの大容量化に向けた

ディジタルコヒーレント信号処理技術の研究開発

R & D on the Digital Coherent Signal Processing Technology for Large-capacity
Optical Communication Networks

鈴木扇太 宮本 裕 富澤将人 坂野寿和

村田浩一 美野真司 柴山充文 渋谷 真

福知 清 尾中 寛 星田剛司 小牧浩輔

水落隆司 久保和夫 宮田好邦 神尾享秀

日本電信電話株式会社（NTT），日本電気株式会社，富士通株式会社及び三菱電機株式会社は，次期光通信技術として

注目されている，チャネル当り 100 Gbit/s のディジタルコヒーレント光伝送技術の研究開発を共同で推進し，同技術の

心臓部であるディジタルコヒーレント信号処理集積回路（DSP）の基本技術確立に成功した．本稿では，複数組織参画に

よるオープンイノベーション方式で実用域に近い成果を短期に創出したプロジェクトの事例について，参画各社の研究成

果，全体を統合したDSP試作，実証実験結果等を報告する．

キーワード：光通信，ディジタル信号処理，多値変復調，分散補償，誤り訂正

$．は じ め に

FTTH（Fiber to the Home）や最近のスマートフォン

の普及により，急増するデータトラヒックを収容する光

ネットワークの大容量化・経済化がこれまで以上に求め

られている．その実現に向け，ディジタル信号処理を用

いて実用的なコヒーレント検波を実現するディジタルコ

ヒーレント技術が注目され，研究開発・実用化が活発化

している．ディジタルコヒーレント技術は，無線分野で

実用化されているディジタル信号処理を積極的に光ファ

イバ通信に応用・発展させた技術である．コヒーレント

検波により受信感度と周波数利用効率を向上させるとと

もに，従来は困難であった長距離光ファイバ伝送時の信

号ひずみ補償性能を大幅に向上する．1 波長当り

100 Gbit/s 級の大容量伝送にディジタルコヒーレント技

術を適用することにより，従来の波長多重システムと同

様に搬送波の周波数間隔 50 GHz において，既存の光

ファイバを用いた 10 Tbit/s 級の大容量光ネットワーク

を実現することが期待されている．

本稿では，複数組織参画によるオープンイノベーショ
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ン方式で実用域に近い成果を短期に創出したプロジェク

トについて，参画各社の研究成果，全体を統合した

100 Gbit/s ディジタルコヒーレント方式信号処理技術，

試作集積回路を用いたコンセプト実証実験結果を紹介す

る．

)．ディジタルコヒーレント

光通信用信号処理技術

図 1にディジタルコヒーレント伝送技術の概要につい

て示した．

従来の光通信システムではディジタル信号の 1，0 を

そのまま光信号のオン／オフに対応させて変調し，その

強度を受光素子で直接検波する強度変調直接検波

（OOK : On-Off Keying）方式が主流であった．しかし

ながら，伝送速度 100 Gbit/s で OOK 方式を適用する

と，光ファイバの様々なひずみ特性が顕在化し，伝送距

離が数 km程度に制限されてしまう．

ディジタルコヒーレント技術を用いたシステムでは，

送受信回路内に設けたディジタル信号処理回路（DSP :

Digital Signal Processor）により，光の波としての性質

である位相・偏波を用いて高効率かつ安定な 1,000 km

級の長距離伝送を実現する．100 Gbit/s の伝送において

主流となっている変調方式は，光信号の光波を四つの異

なる位相で変調する 4 値位相変調（QPSK : Quadrature

Phase Shift Keying）である．コヒーレント検波を用い

ることによりOOK方式に比較して，高い受信感度が実

現できかつ 2倍の周波数利用効率向上が可能である．更

に，光ファイバの X偏波と Y偏波に異なる信号を乗せ

て偏波多重伝送し受信側で分離する偏波多重分離技術を

併用した偏波多重QPSK により OOK方式に比較して 4

倍の高密度化が可能となる．また，DSP により，光

ファイバのひずみ特性（波長分散・偏波モード分散）に

よる波形ひずみを，1,000 km 以上の光ファイバ伝送時

に受信端で一括して完全に取り除くことができる．約

100 km 中継間隔で配置された光増幅中継器において，

従来は必要であった分散補償用光ファイバ（DCF : Dis-

persion Compensating Fiber）による波長分散補償が不

要になり，光中継回路の経済化や，DCF によるファイ

バ遅延の削減等が期待できる．また，光ネットワークに

総合報告 光通信ネットワークの大容量化に向けたディジタルコヒーレント信号処理技術の研究開発 1101

図 $ ディジタルコヒーレント方式の概要 X 偏波と Y偏波のそれぞれを異なる ¬­ Gbit/s QPSK（® 値位相変調）符号で変調後，

偏波多重し ±波長当り ±­­ Gbit/s の偏波多重QPSK信号として長距離伝送する．

■ 用 語 解 説

シャノン限界 通信チャネルの信号対雑音比と信号が占

有する周波数帯域幅によって決まる伝送容量の限界．ベル研

究所のClaude E. Shannon が 1948 年に論文で発表した．

SystemC SystemC とは，ANSI 標準 C＋＋をベースと

するシステム／ハードウェアレベルの設計言語であり，2005

年に IEEE1666 として標準化されている．システム LSI の上

流アーキテクチャ設計が可能であり，大規模 LSI 開発の効率

化を実現する．

■
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おける高速な光信号の経路設定が非常に容易に実現で

き，運用性の向上も期待される．

図 2 に今回，各社の要素技術を集積し試作した

100 Gbit/s ディジタルコヒーレント信号処理試作回路の

構成を示す．

上記の利点を高信頼に実現するためには，光ファイバ

伝送後の 100 Gbit/s 光信号を受信後，アナログ・ディ

ジタル（A-D）変換器によりディジタル信号に変換し，

低遅延でリアルタイムに信号処理する DSP（図 2 の太

い点線の部分）を現実的な回路規模で実現する必要があ

り，各種アルゴリズムの確立とともに，その統合・設計

検証技術の確立が重要である．また偏波多重 QPSK 信

号を効率的に変復調するためのフロントエンド集積光デ

バイスを小形化する必要がある．

100 Gbit/s 級のディジタルコヒーレント技術は，信号

処理アルゴリズムと同時に，上述した複合技術の集積・

統合によって初めて実現可能な統合技術ということがで

きる．次節以降では，本プロジェクトで確立した要素技

術について詳述する．

).$ 分散推定技術

光通信システムの伝送路光ファイバ中を高速に変調さ

れた光信号が伝搬する際に，波長分散と呼ばれる効果に

よって受信信号波形がひずむことが問題となる．本節で

は，波長分散による波形ひずみの大きさを，受信光信号

から高速に推定し補償するための分散推定技術について

述べる．

波長分散は，光ファイバ中を進む光の速度が波長（周

波数）によって異なる現象である．光信号は，複数の周

波数成分を持つため，波長分散の影響により波形ひずみ

が生じる．従来の直接検波方式や差動検波方式では，受

光素子が二乗検波特性を示し，光領域の周波数，位相情

報がなくなるため，検波後の波長分散補償は難しい．こ

のため，検波前に DCF を用いた光学的な分散補償を

行っていた．この方法は，一定の精度で波長を一括して

補償可能であるが，伝送路の逆特性を持つ DCF を用

い，ルートごとに波長分散を事前に測定し，ルートに応

じて補償量を設定・調整する必要がある．すなわち，信

号を開通する前に伝送路の特性を把握する必要があり，

更に，伝送路の切換時には波長分散量の再測定や DCF

の交換作業が発生する課題があった．また，伝送速度が

100 Gbit/s 級になると，非常に高い分散補償精度が求め

られる．一方，コヒーレント検波方式では，光領域にお

ける位相情報が検波後の電気信号においても保存される

ため，波長分散によるひずみをディジタルフィルタに

よって補償することができる．波長分散は線形現象であ

り，線形な波形ひずみは以下に記述するようにトランス

バーサルフィルタでモデル化できるため，ディジタル

フィルタによって非常に高い精度で波長分散を補償可能

である．送信信号系列を｛Sn｝，伝搬路のインパルス応

答を｛h0, h1,…, hL｝とすると，受信信号系列｛rn｝は

線形畳込み演算

r=∑




hS (�)

によって与えられる．インパルス応答の長さ Lは分散

の時間広がりに対応する．波長分散は，媒質を伝搬する

際に周波数に応じて光群速度が異なることによって信号

の時間広がりが生じる現象であり，時間広がりΔ tは以

下の式で与えられる(1)
．
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図 ) $LL G ディジタルコヒーレント信号処理試作回路 送信側では，LAN 側からの ±­­ G イーサネット信号（±­­ GbE）をWAN側
のフレームフォーマット（OTN）に変換後，誤り訂正符号化処理，トレーニング信号を付加し，±�� Gbit/s 偏波多重QPSK信号として伝
送する．受信側ではコヒーレント検波後，DSP にて伝送路の波長分散推定，波長分散補償，偏波分離・偏波モード分散補償，QPSK 信号
復調，誤り訂正処理等を行い ±­­ GbE フレームに変換する．太い点線に囲われた部分が本DSPである．



電通会誌12月_10_総合報告.mcd  Page 5 12/11/09 17:55  v5.50

Δt=
Wλ


DL

c
(�)

ただし，Wは占有帯域幅，λcは光キャリヤの波長，c

は真空中の光速，Dは単位長さ当りの波長分散，Lは伝

搬距離である．例えば，伝送速度 120 Gbit/s を実現す

るために偏波多重 QPSK 変調方式を用いるとシンボル

レートは 30 GBaud であり，典型的な光ファイバで

2,000 km 伝送した場合，W=50 GHz，λc=1,550 nm，

c=3×108 m/s，D=17 ps/(nm･km)，L=2,000 kmのよ

うな値を取って，Δt=13.6 ns=408.43 シンボル周期と

なる．このように 1シンボル周期に比べて大きな時間広

がりを持つ．波長分散の変動の主要因は温度変化であ

り，時間的にはほぼ一定である．波長分散は式(�)でモ

デル化可能なため，波長分散値を精度良く推定できれ

ば，波長分散による波形ひずみは補償可能である．一

方，光ネットワークでは故障や災害等により，運用中に

経路の切換が必要となった場合は，50 ms という短時間

で切換を完了させる必要がある(2)
．このような短時間で

切換を完了させるためには，運用中の信号から経路が切

り換えられたことを検出し，新しい経路の波長分散を自

動的に推定して，この推定値を基に半固定フィルタの

タップ係数を更新する必要がある．

波長分散を常時モニタする方法としては，OOK 方式

においてパイロットトーンにより送信信号を変調し，受

信機側でフィルタ等によりパイロットトーンを抜き出し

て，その位相差を検出する方法が提案されている(3)
．し

かしながらこの場合，送信機にパイロットトーンを発生

させる発振器が必要であり，また，受信機にはパイロッ

トトーンを抜き出すフィルタや位相比較器などの回路が

必要である．

そこで，送信側であらかじめ情報系列に既知のトレー

ニング系列を埋め込み，受信側で既知のシンボル信号を

検出してトレーニング系列として使用できれば，伝送路

の波長分散量を精度良く推定し補償することが可能とな

る．図 3 に既知のシンボル系列を用いた送信信号のフ

レーム構成例を示した．既知シンボルで構成されるト

レーニング系列と情報シンボルを多重化してフレームを

構成している．

このようなフレーム構成を用いることにより，波長分

散 40,000 ps/nm，偏波モード分散 50 ps という大きな

分散量を有する光伝送路においてもトレーニング信号の

位置検出やフレーム同期が可能となる．実際に本フレー

ム構造を持つ分散推定回路を実装し，推定性能を

127 Gbit/s において評価した．トレーニング信号は，

ハードウェアの実現性や推定精度の観点から 1フレーム

当り 1%以下の短い系列とした．図 4は波長分散推定性

能を示す．受信信号光と局発光の光周波数の差（周波数

オフセット）として ±5 GHz 以内において，2,000 km

以上の単一モードファイバの累積波長分散 40,000 ps/

nm を ±200 ps/nm 以内の精度で推定可能である．ト

レーニング信号を用いた高速波長分散推定のアルゴリズ

ム・回路を開発し，試作サンプルを用いた統合評価によ

り，偏波モード分散，周波数オフセット等の様々な劣化

要因がある条件において，高速・高精度に伝送路の波長

分散を推定できることを確認した．

).) 波長分散補償技術

本節で述べる波長分散補償は，ひずみ等化をディジタ

ル信号処理で行うものである．信号処理によるひずみ補

総合報告 光通信ネットワークの大容量化に向けたディジタルコヒーレント信号処理技術の研究開発 1103

図 V トレーニング信号を用いた信号フレーム ± フレームにおいて情報シンボルの
±%以下のトレーニング系列を付加する．

図 ^ $)_ Gbit/s 波長分散推定精度 周波数オフセット ¬ GHz
以内において ®­,­­­ ps/nm 以上の波長分散の高速推定を実現し
た．
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償は，DCF などの光学的手法を用いる場合に比べて，

①分散補償量をプログラマブルに変えられる，②大きな

量の分散補償に必要なデバイスサイズを小形化できる，

③ DCF 損の補償に伴う光雑音増加や DCF 中での非線

形光学効果による波形ひずみが抑えられる等の効果があ

る．特に，ディジタル信号処理による波長分散補償に

よって伝送路から DCF を除去できるため，③の効果に

よって長距離の伝送が可能となる．

ディジタル信号処理による波長分散補償は，無線伝送

における信号等化と同様に，伝送路の逆伝達関数のイン

パルス応答と受信信号との畳込み処理となる．畳込み処

理には，有限インパルス応答（FIR : Finite Impulse Re-

sponse）フィルタが用いられる．しかし，100 Gbit/s 級

の信号を光ファイバ数千 km伝送した際には，波長分散

のインパルス応答長が約 1,000 と長くなるため，ひずみ

補償のための FIR フィルタ回路規模がばく大になると

いう問題がある．

これを解決するために，今回開発した補償回路に，周

波数領域等化（FDE : Frequency Domain Equalization）

技術を適用した．図 5 に，FDE 回路のブロック図を示

す．サンプリングされた受信信号は，高速フーリエ変換

（FFT : Fast Fourier Transform）により周波数領域信号

に変換され，伝送路の逆伝達関数を乗じて等化された

後，逆高速フーリエ変換（IFFT : Inverse FFT）により

時間領域信号に復元される．周波数領域への変換・逆変

換が，演算効率の高い FFT と IFFT で実現でき，かつ

大規模な畳込み演算が必要であった等化処理が 1回の乗

算で可能となるため，回路規模が大幅に小さくなる．た

だし，FFT/IFFT を用いた FDE 処理では，FFT 処理

単位であるデータフレームの端にひずみが残留する．そ

こで，図 5に示すように，フレーム化の際にデータの重

なりを持たせる，オーバラップ FDE 技術を適用した．

等化時のひずみはオーバラップ部に生じるようになるた

め，処理の最終段でオーバラップ部を除去することで，

ひずみのない等化が可能となる(4)
．オーバラップデータ

量は，波長分散のインパルス応答長と同程度の値を必要

とする．127 Gbit/s 偏波多重 QPSK 信号が波長分散

20,000 ps/nm（単一モードファイバ約 1,000 km 伝送に

相当）で受けるひずみを劣化なく補償するのに必要な

オーバラップ量をシミュレーションにより 1,024 に定

め，オーバラップを含む FFT フレームサイズを 4,096

とした．

FDE技術によるひずみ補償は，フレームサイズ 4,096

の FFT を 100 Gbit/s 級スループットで動作させるた

め，依然ばく大な回路リソースを必要とする．更に，

オーバラップの付加によって，受信信号の約 1.3 倍の

データ量を処理する必要がある．この結果，回路の規

模・消費電力増大が懸念される．そこで，回路実装に際

して，規模・電力削減対策を施した．

オーバラップ付加による処理データ増加に対しては，

処理クロックを上げることで，回路の並列化を回避し

た．FFT フレームサイズ 4,096 はこの観点で最適化さ

れた値であり，動作可能な範囲となる約 1.3 倍の動作ク

ロックと規模増大の小さい FFT フレームサイズ 4,096

のバランスをとっている．

また，FFT 及び IFFT 処理内部の構成を回路規模最

小となるよう最適化した．図 6 に，FFT/IFFT 回路内

部ブロックの構成を示す．高並列バンクメモリの活用，

FFT 回路の基数や浮動小数点処理の最適化を行うこと

により，通常の基数 2 の FFT を用いる回路に比べて

70%の消費電力削減が得られることを明らかにした．

更に，電力削減のためには回路の漏れ電流を抑える技

術が重要となる．回路設計においては，漏れ電流と動作

速度がトレードオフの関係にある複数種の論理セルが使

用可能である場合が多い．そこで，回路中で伝搬遅延に

対する要求の緩いセルを，低速だが漏れ電流の小さいセ

ルに置換することにより，最大 18% の漏れ電流の削減

を得られる見通しを得た．

以上の規模・電力削減対策を施した大規模 FDE 回路

を試作し，127 Gbit/s 偏波多重 QPSK 信号のリアルタ

イムディジタル信号処理波長分散補償の実験評価を行っ

た．単一モードファイバとエルビウム添加光ファイバ増

電子情報通信学会誌 Vol. 95, No. 12, 20121104

図 d 周波数領域等化（FDE）によるひずみ補償回路の構成 受信信号がオーバラップを含む
フレームに分割され，周波数領域信号に変換された後，等化が行われる
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幅器（EDFA）を用いて最大 56,200 ps/nm の分散を付

与する系を構築し，評価を行った(5)
．図 7に，伝送路波

長分散量に対する受信測定Q値（ビット誤り率に相当）

を示す．図中に，各波長分散で蓄積した光雑音だけが生

じた場合での Q 値の測定結果を合わせて示す．二つの

結果の差が，ひずみ補償の際に生じる過剰劣化となる．

測定の結果，分散 56,200 ps/nm における過剰劣化は僅

か 0.55 dB と，補償に伴う劣化が非常に小さく抑えられ

た．

波長分散補償処理の安定性を評価するため，分散

56,200 ps/nm を付与したシステムにおいて，Q 値の 2

時間連続測定を行った．図 8に示すように非常に安定な

特性が得られ，本FDE回路の有効性が確認された．

).V 偏波処理技術

光ファイバ中の偏波状態は 10 kHz 以上の速度で変動

を生じる場合があるため，高速偏波変動に追従しつつ垂

直偏波・水平偏波の信号成分に分離する高速偏波制御技

術が必要となる．また，偏波モード分散（PMD : Polar-

ization Mode Dispersion）に起因する波形ひずみも偏波

変動の影響により高速な時間変動を生じ，PMD 補償も

偏波処理技術の重要な課題である．図 9に偏波処理部の

基本構成を示す．偏波処理部は，上記の偏波分離・

PMD 補償を行う適応等化のほかにサンプリング位相同

期制御，周波数オフセット補正，キャリヤ位相推定など

の機能ブロックから構成される．

サンプリング位相同期は，データパルスの中心部で

A-D 変換器（ADC）によりデータを標本化するための

仕組みである．標本化定理に基づき，A-D 変換器は，

シンボルレートの 2 倍以上の速度でサンプリングすれ

ば，受信信号と非同期にサンプリングされても，正しい

信号の復調が原理的には可能となる．しかし，非同期サ

ンプリングでは，サンプリング周波数並びに位相のずれ

をディジタル的に補正し，データパルスの中心部の電界

振幅を推定する回路が必要となる．また，適応等化器の

構成も大きくする必要があることから偏波追従特性を劣

化させる懸念がある．筆者らは，基幹伝送網に必要な出

力データ並びにクロック品位の規格を満足させる観点も

踏まえ，A-D 変換器の標本化のタイミング（周波数並

びに位相）をデータパルスの中央に同期させるために，

A-D 変換器のサンプリングクロックを偏波処理部から

フィードバック制御を行う，同期サンプリング方式を採

用した．平均的な周波数ずれや比較的ゆっくりとした位

総合報告 光通信ネットワークの大容量化に向けたディジタルコヒーレント信号処理技術の研究開発 1105

図 w 大規模 FFT/IFFT 回路内部ブロックの構成 基数 �® の FFT と高並列バンクメモリを最適配
置することにより回路規模を抑えた．

図 _ $)_ Gbit/s 偏波多重 QPSK 信号の波長分散補償性能の実験
評価結果 各分散値において，補償後の Q値（◇）が光雑音で
決まる受信性能（黒線）からの劣化の少ない値となっている．

図 � $)_ Gbit/s 偏波多重QPSK信号の dw,)LL ps/nm 補償後の長
時間 Q 値特性 FDE 技術による波長分散回路により，安定な
受信が実現されている．
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相変動は外付けのD-A変換器（DAC）・VCO（Voltage

Controlled Oscillator）を介してA-D 変換器のサンプリ

ングクロックにフィードバックを行う構成を採用してい

る．また，より高速な位相変動成分は，ディジタル回路

内部での処理によって吸収している．

適応等化は，複数の線形フィルタで構成され，その

フィルタのパラメータを光ファイバ中の信号光の偏光変

動よりも十分高速かつ適応的に更新することで，高速な

時間変化を伴う偏波変動や PMD波形ひずみに対して安

定な受信状態を実現する．適応等化器のパラメータ更新

方法としては，送信部でトレーニング信号を一定の時間

間隔で挿入し，受信したトレーニング信号の誤差を最小

化する手法や，トレーニング信号に依存しないブライン

ド等化の手法などが提案されている．筆者らは，).$で

述べた高速分散推定技術に基づく伝送路切換性能を最大

限に発揮できるように，ブラインド等化方式を採用し

た．ブラインド等化方式は，伝送路切換時にも適応等化

器のトレーニング信号に対する同期を待つことなく，高

速な引込を可能とする．ブラインド等化では，フィルタ

の収束単一性（例えば同一の偏波信号を 2重に出力する

状態に収束してしまう，同値収束など）が一般的に問題

となる．筆者らは，適応等化器のパラメータを一旦収束

させた状態から，新たな初期値を生成・設定して再度収

束される方法を採用することで，同値収束の問題を回避

している．

周波数オフセット補正としては，ローカル光源の発振

周波数を微調整するアナログ式と，ディジタル信号処理

回路内で周波数誤差に相当する位相回転速度でコンスタ

レーション（データ信号点を複素平面上に表現した図）

を逆回転させるディジタル式が考えられる．今回はロー

カル光源の波長制御性の要求を緩和できるディジタル式

を採用した．周波数オフセット量の算出は，まず，受信

信号と 1シンボル遅延した信号の複素共役との積を取る

ことにより，1 シンボル時間での位相変化に関する情報

の抽出と，シンボル時間に対してゆっくり変化する位相

変動成分の除去を行う．次いで，シンボル位相項

（QPSK 変調方式の場合は，nπ/4（n=1, 2, 3, 4））の除

去のために，1 シンボル時間前のレーザの位相雑音量と

周波数誤差推定値を用いて，シンボル位相値の仮判定を

行い，シンボル位相項を除去する(6)
．PADE（Pre-deci-

sion based Angle Differential frequency offset Estima-

tor）と呼ぶ本方式は，従来知られていた四乗演算を

ベースにする方式と比較して，ほぼ同等の回路規模なが

ら最大推定範囲を±π/4 rad/symbol から±π rad/sym-

bol へと 4 倍に拡大することで，送信並びにローカル光

源に対する周波数確度の仕様を緩和することが可能に

なっている．

搬送波位相推定は，光増幅器から生じる自然放出光

（ASE : Amplified Spontaneous Emission）雑音やレーザ

位相雑音を除去し，正しい搬送波位相を抽出する機能で

ある．ディジタルループフィルタにより雑音の影響を除

去するフィードバック型と，位相検出器で検出された推

定位相差を連続する数符号にわたって平均化することで

雑音の影響を除去するフィードフォワード型が考えられ

る．今回は，雑音の除去性能，周波数オフセットによる

特性劣化，回路規模と並列処理化への親和性を考慮し

て，フィードフォワード型を採用している．具体的な搬

送波位相推定回路としては，受信電界信号を四乗するこ

とにより変調データを除去し，位相誤差を推定する四乗

法を用いているが，この方法は周波数オフセット補正と

同様に位相推定範囲が±π/4 に限定されてしまい，こ

れを超えた位相変化を生じると位相スリップを引き起こ

す．そこで，四乗法の位相推定範囲の境界での位相変化

を検出する回路を付加し，位相推定範囲を±πに拡大

する手法を採用した．

以上の構成に基づく偏波処理回路を試作し，

127 Gbit/s 偏波多重 QPSK 信号のリアルタイム偏波処

理特性を評価した．図 10 に PMD補償性能を示す．

一次 PMD（DGD : Differential Group Delay）50 ps，

二次 PMD（SOPMD : Second Order PMD）1,000 ps2 を

付加し，50 kHz の高速偏波変動下においても Qペナル

ティが 0.4 dB 以下となることを確認した．これは，回

電子情報通信学会誌 Vol. 95, No. 12, 20121106

図 � 偏波処理部の基本構成 波長分散補償部から入力された信号に対してサンプリング位相同期，適応等化（偏波分離
を含む），周波数オフセット補正，キャリヤ位相推定を行った後，誤り訂正復号処理部に出力する．
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路設計時のシミュレーション結果とほぼ同等の値であ

る．また，図 11 には，周波数オフセット耐力の評価結

果を示す．PADE法の採用により，OIF（Optical Inter-

networking Forum）で標準化された波長可変レーザア

センブリ（ITLA : Integrable Tunable Laser Assembly）

の周波数安定度である±2.5 GHz（送信側光源，受信側

ローカル光源双方の安定度を考慮すると，最大周波数オ

フセット量は±5 GHz となる）に対して十分安定な特

性を得た．以上の評価結果により，今回の偏波処理部の

設計妥当性が確認できた．

).^ 誤り訂正技術

分散補償，偏波分離及び PMD補償された信号に含ま

れる多数のビット誤りを訂正する新しい誤り訂正

（FEC : Forward Error Correction）技術を開発した．

誤り訂正能力を高めるために，受信信号を複数のしき

い値で識別し，より確からしい 1（あるいは 0）か，不

確かな 1（あるいは 0）かを表すゆう度情報を得る軟判

定方式を採用した．図 12 は QPSK 信号を 3 ビットのし

きい値で識別する軟判定を表す模式図である．受信信号

が信号と信号の中間の硬判定しきい値から遠いほど，そ

れが確からしいとして高いゆう度を与える．ゆう度情報

を用いることで，FEC の誤り訂正能力が π/2 向上する

ことが知られている．これは理想的な硬判定と軟判定そ

れぞれの比較の場合であり，理想的でない実際に回路実

装されたFECでは，その差は更に大きくなる．

軟判定によってシャノン限界(用語)に近い性能を出せる

可能性のある符号の一つが低密度パリティ検査

（LDPC : Low-Density Parity Check）符号である．1960

年，当時 MIT の学生であった Robert G. Gallager（現

MIT 名誉教授）が，シャノン限界に近い性能を出せる

有望な FEC として自身の博士論文で発表した．LDPC

符号はその後長らく忘れ去られていたが，1990 年代に

なってMackey らが再発見したことで一躍脚光を浴び，

研究が活発化した．

図 13 に LDPC 符号のパリティ検査行列の一例を示

す．0 に比べて 1 がまばらに存在するため低密度と呼ば

れる．行は各検査式，列は各ビットに対応する．検査行

列の行内，列内の 1 の重み（1 の個数）が一様であれば

レギュラー LDCP 符号，一様でなければイレギュラー

LDPC 符号と呼ぶ．点線で囲んだ行を例にとると，2，

5，11，12 列の符号ビット c2，c5，c11，c12 の加算とする

検査式の和が 0になるように，LDPC 符号の符号化が定

められている．どのような情報データにこの検査行列を

乗じてもエラーがなければ 0になり，逆にエラーが発生

すれば，0 にならない箇所からエラー位置が分かるよう

になる．

LDPC 符号には，訂正前のビット誤り率（BER : Bit

Error Rate）に対して訂正後の BER が急激に改善せず

に裾を引くエラーフロアの問題がある．基幹系の光通信

の多くは 1×10−15 の BER までエラーフロアが発生しな

いことを要求条件とする．このためには，符号長を長く

するか，冗長度を大きくする必要があるが，いずれも回

総合報告 光通信ネットワークの大容量化に向けたディジタルコヒーレント信号処理技術の研究開発 1107

図 $L PMD 補償性能の評価結果 ¬­ kHz の偏波（SOP : State
of Polarization）変 動 下 で，一 次 PMD（DGD）と 二 次 PMD
（SOPMD）の影響をQ値劣化（Qペナルティ）として評価した．

図 $$ 周波数オフセット耐力の評価結果 偏波（SOP）変動耐
力の有無によらず，OIF 標準の光源を適用した場合の最大周波数
オフセット±¬.­ GHz での耐力が確認された．

図 $) QPSK 信号の軟判定 受信信号が信号と信号の中間の硬
判定しきい値から遠いほど，それが確からしいとして高いゆう度
を与える．
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路規模の増大を招いてしまう．

回路規模を増大させずにエラーフロア問題を解決する

三重連接符号を考案した(7)
．図 14 に，そのフレーム構

造を，図 15 に回路ブロックを示す．内符号として冗長

度 13% の LDPC 符号を，外符号としてブロック符号 A

とブロック符号Bからなる冗長度 7%の連接符号を用い

る．三つの符号を連接させることから三重連接符号と名

付けた．全体の冗長度は 20.5% である．訂正動作を図

16 に模式的に示す．内符号である LDPC 符号は訂正後

BER の悪い領域で性能を発揮するよう設計する．回路

規模と冗長度をできるだけ小さく抑える代償としてエ

ラーフロアが発生する．これを外符号の硬判定ブロック

符号が除去する．LDPC 符号は軟判定のゆう度情報生成

回路とともにディジタルコヒーレントDSP に実装する．

一方，硬判定ブロック符号は，光通信システムに必ず用

いられるフレーマ LSI に実装されている冗長度 7%のも

のをそのまま使う．三つの符号それぞれでビットの並び

替え（インタリーブ）を施すことで，バースト誤りが発

生してもそれをランダム化し，訂正能力の向上とバース

トエラー耐力の向上を図っている．表 1に開発した三重
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図 $V LDPC 符号のパリティ検査行列の例 ­ に比べて ± がま
ばらに存在するため低密度と呼ばれる．行は各検査式，列は各
ビットに対応する．

図 $^ 三重連接符号のフレーム構造 内符号として冗長度 ±Ò%
の LDPC 符号を，外符号としてブロック符号Aとブロック符号 B
からなる冗長度 �%の連接符号を用いる．

図 $d 三重連接誤り訂正符号化と復号化の回路構成 三つの符
号それぞれでインタリーブを施すことで，バースト誤りが発生し
てもそれをランダム化し，訂正能力の向上とバーストエラー耐力
の向上を図る．

図 $w 三重連接符号によるエラーフロアの除去 LDPC 符号は訂正後 BER の悪い
領域で性能を発揮するよう設計し，代償として発生したエラーフロアを外符号の硬判
定ブロック符号で除去する．
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連接符号の諸元を示す．

外符号として ITU-T G. 975.1 の符号を用いた場合，

ネット符号化利得として 10.8 dB が得られる．提案した

LDPC 符号は，実際にディジタルコヒーレント DSP に

実装し，理論どおりの誤り訂正能力を発揮することを確

認した．

).d ディジタルコヒーレント用DSPの開発

本節では，).$〜).^までで述べたそれぞれの機能を回

路ブロックとして実現し，1 チップに統合して検証する

際のプラットホームとしての DSP-ASIC について述べ

る．通常 DSP というと柔軟なソフトウェア処理との連

携をメインとして，プログラマブルな処理を可能とする

場合が多いが，ここで述べる DSP はある特定のコヒー

レント光変調・復調を可能とするハードウェア ASIC

（Application Specific Integrated Circuit）のことであり，

正確にはModem-ASIC であるが，光通信業界では通常

DSP と呼ばれているので，本稿でもこの用語を用いる

こととする．

図 2 の太い点線の部分に DSP-ASIC のブロック構成

を示す．左側から 7% の FEC 冗長度を含む OTN（Op-

tical Transport Network）フレーム 100G 信号（OTU4 :

Optical Transport Unit-4, 111.81 Gbit/s）が入力され，

OTU4 信号は ).^ に記載の LDPC 誤り訂正符号化ブ

ロックによって信号処理され，このときに，7% 冗長度

を保った上に 13%の FEC 冗長度が付加される．該信号

は ).$に記載の伝送路推定機能の一部であるトレーニン

グシーケンス付加ブロックによって，更に 0.7% のト

レーニングシーケンス信号が付加される．最終的に

ITU-T G. 709 で定義されている OTU4V（Functionally

Standardized OTU4）という信号列となり，更にこれら

を XY偏波それぞれにおける IQ 信号として 4 並列に伝

送するために，ITU-T G. 709 に記載の OTL4V.4 とい

う信号列に変換される．DSP-ASIC の送信側のアウト

プットは 20 レーンの SFI-S（Scalable Serdes Framer

Interface）であり（各レーンは 6.35 Gbit/s），外付けの

20 : 4MUX-IC と接続される．MUX-IC の 4 レーン出力

はそれぞれドライバ IC と接続され，最後に偏波多重の

QPSK 変調器（後述の V.)参照）によって光位相変調が

施される．光ファイバを伝搬し，WAN側から受信機に

入力される信号は，光ハイブリッドフロントエンドモ

ジュール（後述の V.$参照）においてコヒーレントバラ

ンス受信・OE 変換された後，アナログ電気信号が

DSP-ASIC 内蔵の A-D 変換器に入力される．ディジタ

ル信号に変換された波形情報がA-D 変換器から出力さ

れると，まず ).$に記述の伝送路推定部においてトレー

ニングシーケンスが検知され，該信号を用いてごく短時

間に伝送路の波長分散を推定する．推定された波長分散

値は ).)に記述の波長分散補償部への設定値となり，波

形が受けた波長分散劣化分がディジタル段で補償され

る．分散補償された波形情報は次段の ).Vに記述の偏波

処理部に入力される．偏波処理部には ).Vに示されてい

るように，サンプリング同期，偏波分離，偏波モード分

散補償，周波数オフセット補償，キャリヤ位相リカバリ

が内蔵されている．伝送路推定回路は波長分散のみなら

ず，周波数オフセットの初期値を測定し，その値を適応

等化器ブロックに入力する．この設定により周波数オフ

セットに関するフィルタ係数の素早い収束を可能として

いる．偏波処理部にて QPSK に近い状態の波形情報に

変換された信号は ).^に記載の軟判定/LDPC デコーダ

（誤り訂正復号）ブロックに入力される．多値ビットで

表現されている波形情報を基に軟判定処理が行われ，ゆ

う度情報に基づいて LDPC デコーダが誤りビット位置

を検出して，誤りビットを反転（訂正）させる．なお，

FEC チェックバイトの位置情報や誤りビットの位置を

特定するためにはフレーム同期処理が必要であるが，本

DSP-ASIC では先に述べたように OTU4V を 4 並列に

伝送する OTL4V.4 信号に基づく，各レーンごとのフ

レーム同期処理が行われている．

図 2に示されている各機能ブロックは，各社で設計さ

れたものであるが，本 DSP-ASIC の機能分担を決定す

る際には，下記の幾つかの項目に留意した．

① 各社が各機能ブロックになるべく閉じた形で，開

発できるような機能ブロック定義を行った．すなわ

ち各機能ブロック間はなるべく機能的に疎結合と

し，責任分解点を明確にした．

② 機能ブロック間のインタアクションが必要な場合

や，機能ブロック間の主信号結合それ自体，本プロ

ジェクトの幹事会社の NTT が取り持つこととし

た．前述の伝送路推定と固定等化器，適応等化器の

機能的結合などがその例である．

③ 各機能ブロック間には RAMを設けて信号をモニ

タできるようにし，どこの機能ブロックで不具合を

生じているか明確に切り分けできるようにした．

本DSP-ASIC の開発フローを図 17 に示す．本開発で

は 4 段階での統合結合検証を行っている．まず各社が

総合報告 光通信ネットワークの大容量化に向けたディジタルコヒーレント信号処理技術の研究開発 1109

表 $ 三重連接誤り訂正符号の諸元

内符号 イレギュラーQC-LDPC（4,608, 4,080）

外符号 ITU-T G. 975.1 連接符号

復号アルゴリズム 可変オフセットBelief Propagation

繰返し復号回数 16

冗長度 20.5%（13% LDPC＋7%連接符号）

ネット符号化利得 10.8 dB ＠ 10−15

Q リミット 6.4 dB
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MATLAB などをベースに各 DSP アルゴリズムを検証

し，それをベースに C/C＋＋を用いてアルゴリズムを記

述（コード化）する．各社から提出されたコードは統合

され，この統合 C/C＋＋コードは「機能モデル」と呼ば

れ，このシミュレーション伝送パフォーマンスが後々の

ベンチマークとなる．伝送特性が所望の特性であること

が確認できた後，各社は SystemC(用語)に基づいて各アル

ゴリズムを再記述する．ここで SystemC での記述には

ビット幅の精度，クロックの概念などが入り，回路設計

に近い状態でのモデル記述となるが，C/C＋＋機能モデ

ルとの等価性が重要なファクタとなる．同じく各 Sys-

temC コードは統合され，この統合 SystemC コードは

「性能モデル」と呼ばれ，シミュレーションにより特性

が確認できると，高位言語自動生成ツールによって

RTL（Register Transfer Level）が自動生成される．中

には自動合成を用いない機能ブロックがあるが，この場

合は RTL からの統合化となる．統合 RTL コードは大

規模ハードウェアエミュレータにより特性検証が行わ

れ，機能モデルとの伝送特性の差分が 0.15 dB 以内に収

まるまで，フィードバックを繰り返した．最後に RTL

からネットリストを合成し，統合ネットリストでの統合

検証が行われ，問題なければASIC 上に焼き込まれてい

く，というフローを採用した．

本 ASIC は 40 nmCMOS プロセスを用い，回路規模

は全体でほぼ 100 Mゲートとなった（図 18）．パッケー

ジサイズは 37.7 mm×37.5 mm，ピン数は 1,288 であ

る．回路規模などはスーパコンピュータ用の LSI とほ

ぼ同等であるが，スパコン用 LSI はほぼ同じ回路

（core）の複製で構成されるのに対し，本 DSP-ASIC は

ほぼ全てが新規設計である．

本DSP-ASIC の基本的なDSP ロジック機能は一回の

試作で完動し，後述するように各伝送実験において，所

望の性能を実現した（表 2）．

消費電力については，最初に試作したóproof of con-

ceptôDSP-ASIC では，動作と特性に主眼が置かれた

電子情報通信学会誌 Vol. 95, No. 12, 20121110

図 $_ DSP-ASIC の開発フロー ® レイヤにわたる統合検証が行われた．本フローでは，SystemC から RTL への高位言語
自動生成ツールが部分的に用いられた．

図 $� DSP-ASIC のチップ外観(a)と DSP-ASIC と光受信フロ
ントエンドとの結合(b) ®­ nmCMOS 技術を採用．およそ
±­­ Mゲートという回路規模になった．
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ため，電力の最適化は行われず，結果全体で 70 W以上

となった．次に行った試作では DSP-ASIC 動作が確認

できたので，低消費電力化に注力した．責任分解点特定

用の RAMや，各所に配備されたモニタ回路などの不要

回路を取り除き，低電力化を図った．また異なるしきい

値のトランジスタセル最適配置，自動合成ツールでの省

電力化を可能とする SystemC の記述方法など，各社の

持つノウハウも駆使した結果，約 45 W（代表値）を実

現した．

V．ディジタルコヒーレント

光通信用デバイス技術

本章ではディジタルコヒーレント光通信用の光デバイ

ス技術として，100 Gbit/s 偏波多重 QPSK 光受信フロ

ントエンド技術と集積化光変調デバイス技術について述

べる．

V.$ 光受信フロントエンド技術

光受信フロントエンドは入力信号光の偏波を直交する

二つの成分に分離する光偏波分離回路，局発光を分岐す

る光分岐回路，及び 90° 光ハイブリッドからなる光信号

処理部と，復調された光信号を電流信号に変換するフォ

トダイオード（PD : Photodiode）及び入力光電流を後

段のA-D 変換器に必要な電圧振幅まで増幅するトラン

スインピーダンス増幅器（TIA : Transimpedance Am-

plifier）からなる電気信号処理部で構成される．各々の

機能ブロックを実現するためのデバイス技術には様々な

ものが存在し，これらの機能の幾つかを Si や InP など

単一の基板上で集積化するという試みが報告されている

が，コヒーレント受信に必要な特性については OIF

（Optical Internetworking Forum）で標準化が進んでお

り，高性能な光電気特性と小形形状が要求される．この

ことから，光信号処理部と電気信号処理部の最適化設計

と小形集積実装技術により，光受信フロントエンドを実

現した．光信号処理部には，集積性・安定性・信頼性に

優れる石英系平面光波回路技術（PLC : Planar Light-

wave Circuit）を採用し，PLC 上に偏波分離回路と 90°

ハイブリッド回路を集積したDPOH（Dual Polarization

Optical Hybrid）により，高い偏波消光比，低位相誤差

を実現した(8)
．PD には n 形の電界制御層と i 形のワイ

ドギャップ電子走行層を導入した複合電界型 MIC-PD

（Maximum Induced Current Photodiode）を適用し，高

い局発光入力と低バイアス条件下での広帯域性を確保し

た(9)
．TIA には高速性と高耐圧特性を兼ね備えた高信

頼 InP HBT（Indium Phosphide Hetero-junction Bipolar

Transistor）技術を採用して広いダイナミックレンジを

有する TIA を実現した(10)
．光受信モジュール構造とし

ては，図 19 に示すように PDアレーとTIA アレーを局

所封止構造パッケージに実装し，バルクレンズを用いて

PLC と PD アレー間の光結合を確保する構造を採用し

た．モジュールサイズは OIF 準拠の 27×48×8 mm3 で

ある．

光受信フロントエンドの受光感度は，信号光入力ポー

トで 0.093 A/W，局発光入力ポートで 0.054 A/W，位

相誤差は Cバンド（1,530〜1,565 nm）全域で 1° 以下で

あった．また，偏波消光比としては使用温度条件下で

30 dB 以上を確認した．更に，同相除去比を評価した結

果，25 GHz までの周波数範囲で 25 dB 以上の良好な特

性を確認した．図 20 に 127 Gbit/s 偏波多重 QPSK 信号

を用いた受信特性を示す．局発光強度を＋13.5 dBm に

設定し，受信フロントエンドの出力をディジタルオシロ

スコープでサンプリングした後に，復調アルゴリズムを

用いてビット誤り率をオフライン計算した．局発光強度

一定の条件で−20 dBmから 0 dBmまでの広い光信号入

力範囲で Q値変動が±0.5 dB 以下の良好な平たん性が

確保できていることが分かる(10)
．

V.) 集積化光変調デバイス技術

偏波多重 QPSK 変調信号を用いたコヒーレント用送

信フロントエンド光デバイスとしては，光偏波に対応し

た二つの QPSK 変調器と各々の変調光を合成する偏波

総合報告 光通信ネットワークの大容量化に向けたディジタルコヒーレント信号処理技術の研究開発 1111

表 ) DSP-ASIC の主要パラメータ

項目 備考

変調方式 100 Gbit/s 偏波多重QPSK

ビットレート 127.156 Gbit/s OTL4V.4

サンプルレート 2.0 Sample 1 シンボル当り

インタフェース（line） 20 レーン SFI-S 送信

4レーンアナログ 受信

インタフェース（client） 10 レーン SFI-S またはOTL4.10 切換可能

パッケージ 37.5 mm角

半導体プロセス 40 nmCMOS

消費電力 45 W（代表値） 通常環境における測定値
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合成器が集積化された光変調器が必要とされる．このよ

うな高機能な多値高速変調器を実現するためには，高性

能なパッシブ光回路と高速な変調機能を両立することが

必要である．そこで，パッシブ光回路部には様々な光機

能素子が実現できる PLC を用い，高速な位相変調器部

には，低損失で高速変調可能な LN（Lithium Niobate）

を用い，これらをハイブリッド集積する技術を提案・開

発した．ここでは両者の特徴を生かすために，複雑な回

路は全て PLC に集約し，LN は直線の位相変調器ア

レーのみを用いて，両者を端面で接続している．

図 21 に石英─LN 集積技術で構成した偏波多重

QPSK変調器の構造を示す．左側から垂直方向の偏光で

入力した光は図の上下に分岐され，各々 QPSK 変調器

で変調される．そして上側の光は偏波回転器（半波長

板）により偏波が水平方向に回転され，偏波ビームコン

バイナ（PBC : Polarization Beam Combiner）によって

合波され右側に出力し，光ファイバで伝送される．ここ

で，PBC については 1,500 nm から 1,600 nm にかけて

損失 1 dB 以下，偏波消光比 28 dB という高性能なもの

が PLC で作製可能である(8)
．PLC で構成した PBC 部

は空間光学系によるバルク部品の組合せと比較して，信

頼性が高く低コストで量産性に優れるという特徴があ

る．

実際に作製したモジュールの写真を図 22(a)に示す．

サイズは，長さ 118 mm×幅 13.5 mm×高さ 7 mmであ

り，両側の光ファイバブーツも含めた長さは 132 mmで

ある．また光挿入損は，光波長 1,550 nm において偏波

分離原理損 3 dB 込みで 8.5 dB，小信号周波数帯域は

27 GHz 以上と良好な特性が得られている．また

32 Gbit/s，231-1 の NRZ（None Return Zero）信号で駆

動したときの駆動電圧は 7 V 以下である．図 22(b)に

6 V で駆動したときのアイパターンを示す．このように

良好なアイ開口が得られている．

この 100 Gbit/s 偏波多重 QPSK 変調器については，

OIF によりサイズ，特性等が標準化されているが，こ

の変調器はその仕様を満たしている．更に，この変調器

は信頼性の規格であるテルコーディア規格 GR-0468 を

満たしている(11)
．

電子情報通信学会誌 Vol. 95, No. 12, 20121112

図 $� 光受信フロントエンドモジュール 光信号処理部には ±チップ石英系 PLC，PD には InP/
InGaAs，TIA には InP HBT を用い，PD と TIA を局所封止構造パッケージに実装してバルクレン
ズアレーにより光結合を確保する構造を採用した．

図 )L $)_ Gbit/s 偏波多重 QPSK 信号による Q 値特性 局発
光強度一定の条件で-�­ dBmから ­ dBmまでの広い光信号入力範
囲でQ値変動±­.¬ dB 以下の良好な平たん性を確認．

図 )$ 石英─LN 集積技術による $LL Gbit/s 偏波多重 QPSK 変調
器の構造 偏波多重 QPSK 変調器に必要な回路要素，光スプ
リッタ，コンバイナ，半波長板（HWP : Half Wavelength Plate）
を用いた偏波変換器，偏波ビームコンバイナ（PBC）が全て集積
されている．
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^．$LL Gbit/s ディジタルコヒーレント

光通信技術のコンセプト実証

本章では，本研究開発で試作したディジタルコヒーレ

ント信号処理用 DSP，光送受信デバイスを組み込んだ，

127 Gbit/s 偏波多重 QPSK プロトタイプを用い，三つ

のフィールド環境下で実施した提案技術の評価結果を述

べる．

まず，波長分割多重（WDM : Wavelength Division

Multiplexing）長距離伝送特性を評価するため，敷設

ファイバを用いた検証系を構築し，80 波 50 GHz 間隔

WDMリアルタイム伝送を実施した(12)
．図 23 に検証系

を示す．伝送路は 70.4 km のフィールド敷設分散シフ

トファイバ（DSF : Dispersion Shifted Fiber）6 スパン

で構成し，スパン損は 22〜25 dB とした．WDM信号は

1 波のリアルタイム信号と 79 波のダミー信号から構成

されており，伝送レートは 127.156 Gbit/s，変調方式は

偏波多重 QPSK である．図 24(a)に，6 スパン伝送後に

おける誤り訂正前の Q 値と，信号スペクトルを示す．

リ ア ル タ イ ム 信 号 の 波 長（図 中 の 黒 丸）は

1,586.623 nm であり，その他のチャネル（図中白丸）

はダミー信号である．リアルタイム信号の Q 値は

9.6 dB であり，).^の三重連接誤り訂正符号の訂正限界

である 6.4 dB に対して 3.2 dB のマージンを持って安定

なエラーフリー伝送を確認した．

同様の系を用いて信号の経路切換時における復旧時間

の評価を実施した．光スイッチを用いて 2 スパンの系

（波長分散 350 ps/nm）から 6 スパンの系（波長分散

1,097 ps/nm）への切換を行い，信号の復旧時間を測定

した．図 24(b)に評価結果を示す．).$の高速分散推定

機能により経路切換に伴う波長分散の再推定をした後，

適応フィルタの再収束が行われ，信号光の復旧から

12 ms で信号が復旧することを確認した．

次に，WDM伝送時の高 PMDフィールド環境におけ

る高速偏波変動に対する ).V の偏波処理機能を評価し

た(13)
．伝送路は 96.8 km の DSF フィールド敷設光ファ

イバを用いた 6 スパンから構成し，光増幅には EDFA

と後方励起分布ラマン増幅を適用した．スパン損は

28〜30 dB，系全体の PMD（DGD : Differential Group

Delay の平均値）は 35.5 ps とした．WDM 信号は 1 波

のリアルタイム信号と 10 波のダミー信号から構成し，

波長間隔は 50 GHz である．図 25 に，異なるDGD値に

おける偏波変動速度とQ値の関係を示す．

送受信機対向（B to B）と伝送後での偏波変動耐力の
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図 )V フィールド伝送評価系 �­ チャネル波長多重光増幅中継系を構成し，その中の ±波長に ±­­ Gbit/s リアルタイム信号処理試験信
号を伝送した．

図 )) (a)$LL Gbit/s 偏波多重 QPSK 変調器モジュールと(b)動
作波形 Ò� Gbit/s，�Ò±-± の NRZ（None Return Zero）信号で
駆動したときのアイパターン．このように良好なアイ開口が得ら
れている．
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間に有意な差は見られず，偏波変動速度 300 rad/ms に

おいて Q値ペナルティ 0.3 dB 未満の高い偏波変動耐力

が得られた．典型的な運用作業に伴う偏波変動が約

0.1 rad/ms 程度であることを考慮すると(14)実環境下に

おける高速な偏波変動に対し，).Vに述べた偏波処理機

能並びに各要素技術の連携動作が十分に早く追従し，実

環境における偏波変動に対し十分な耐力を有しているこ

とを確認した．

最後に，累積波長分散が 10,000 ps/nm 以上の波長分

散が大きな伝送路における ).)の波長分散補償機能を主

として試験した(15)
．伝送路は，情報通信研究機構

（NICT）の新世代通信網テストベッド（JGN-X : Japan

Gigabit Network Extreme）のフィールド敷設単一モー

ドファイバ（SMF）を用い，大手町と小金井サイト間

に 32 チャネルWDM中継伝送系（総延長：537 km，波

長分散：10,000 ps/nm@1,580 nm，偏波モード分散：約

4 ps）を構成した．

試験信号チャネルは，オフライン信号処理による 31

チャネルの 100 Gbit/s ダミーチャネルと 100 GHz 間隔

で波長多重伝送した．試験波長を変えて 32 チャネル全

波長グリッドにおける 100 Gbit/s リアルタイム信号処

理による安定な WDM 伝送特性を確認した（図 26）．

118 ps/nm以下の推定精度での波長分散推定，並びに安

定な波長分散補償機能が実現できていることを確認し

た(15)
．

以上により本提案の 100 Gbit/s 偏波多重 QPSK ディ

ジタルコヒーレント伝送基盤技術が，ファイバ種別によ

らず実フィールド環境に十分適用可能であることを確認

した．

d．お わ り に

本稿では，増加し続ける情報通信ネットワーク需要に

対応するための技術として有望視されている 100 Gbit/s

ディジタルコヒーレント光伝送技術の確立を目的に，筆

者らが 3年間にわたって行った研究開発について報告し

た．本研究開発は，複数機関が優位技術を持ち寄って参

画するオープンイノベーションにより，要素技術のブ

ラッシュアップ，統合・集積回路化，実証実験を効率的

に推進し，100 Gbit/s において提案した統合基盤技術の

コンセプト実証を行い，実用域まで完成度を高めること

ができた．今後，本研究開発成果が情報通信ネットワー

クの広帯域化のために広く活用されていくことが期待さ

電子情報通信学会誌 Vol. 95, No. 12, 20121114

図 )^ � Tbit/s 波長多重伝送後の信号スペクトルと伝送特性，及
び経路切換時の信号復旧 (a)白丸がオフライン処理によるビッ
ト誤り率特性，黒丸がDSP を用いた試験信号のビット誤り率特性
(b)±¬ ms 以内での信号復旧を実現した．

図 )d d�L km 敷設 DSF 伝送における偏波変動耐力 DGD 値
¬¬ ps 付加時も Ò­­ rad/ms 以下の偏波変動に対し安定な伝送を実
現した．

図 )w dV_ km 敷設 SMF 伝送特性 累積波長分散量 ±­,­­­ ps/
nmの一括受信端波長分散補償機能を全波長にわたり実現した．



電通会誌12月_10_総合報告.mcd  Page 17 12/11/09 17:55  v5.50

れる．
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情報技術総合研究所音声・言語処理技術部に所
属．

神
かみ

尾
お

享
ゆき

秀
よし

（正員）

昭 56 日大・文理・物理卒．昭 57 郵政省電波
研究所入所．以来，移動通信，光通信，変復
調，信号処理の研究に従事．現在，情報通信研
究機構光ネットワーク研究所フォトニックネッ
トワークシステム研究室主任研究員．昭 62 年
度本会学術奨励賞，平 14 年度本会論文賞各受
賞．
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